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及びがんと診断された時からの緩和ケアの更なる推進に資する研究 

  

研究代表者 小川 朝生 国立研究開発法人国立がん研究センター  

東病院 精神腫瘍科 科長 

 

     

研究要旨 本研究の目的は、都道府県行政が主体となり、がん診療連携拠点

病院等を対象に緩和ケアの提供体制やその質に関する効率的かつ有用性の高

い実地調査を行う方法を開発し、その実効性等を検証する点にある。加えて、

「がんの緩和ケアに係る部会」における指摘された緩和ケアに関する課題に

ついての検討結果を踏まえ、対応方針として研究を実施する必要性が示され

た内容について、部会の指示に基づいた成果を戻すことを併せて進めること

を意図している。本年度は、第 4 期がん対策推進基本計画でロジックモデル

が提示されたことを受け、各都道府県が拠点病院と連携して、実地調査等施

設内・地域の緩和ケアの質の向上に資する活動を行うための課題整理を行い、

各都道府県で実施するためのプログラム案を作成した。 

 

研究分担者氏名・所属研究機関名及び 
所属研究機関における職名 

 
小川朝生   国立がん研究センター先端医療
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研究所がん医療支援部 研究員 
川越 正平 医療法人財団千葉健愛会あおぞ

ら診療所 院長 
 
 

A． 研究目的 
 がん対策推進基本計画においては、が

んと診断された時からの緩和ケアを推進

することを掲げられている。しかし、均て

ん化に関しては、患者体験調査等を通し

て、提供されている緩和ケアの質に施設

間差があることが指摘されてきた。その

ため、適切な緩和ケアが提供されること

を目標に、第 3 期基本計画においては、

緩和ケアの「実地調査や遺族調査等を定

期的かつ継続的に実施し、評価結果に基

づき、緩和ケアの質の向上策の立案に努

める」と記載されている。しかし、令和元

年のパイロット調査から様々な課題が指

摘され、未だ実装に至っていない現状が

明らかになった。これらの課題を踏まえ、

「がんの緩和ケアに係る部会」において、

具体的な実地調査の方法の策定やマニュ

アルの作成等を行う方針が示された。併

せて、同部会においてあがったその他の

緩和ケアに関する課題についても、それ

ぞれ更なる研究を推進する必要性も生じ

ている。 

B． 本研究では、上記の方針を踏まえ、都道府

県行政が主体となり、 

C． ① がん診療連携拠点病院等を対象に緩

和ケアの提供体制やその質に関する効率

的かつ有用性の高い実地調査を行い、

PDCA サイクルを確保できる実地調査の方

法を開発すること 

D． ② 実地調査の実効性等の検証を行い、

公開・実装する 

E． ことを目的としている。 

F． 加えて、「がんの緩和ケアに係る部会」に

おける指摘された緩和ケアに関する課題

についての検討を踏まえ、対応方針とし

て研究を実施する必要性が示された内容

について、部会の指示に基づいた成果を

戻すことを目指している。 

 

B．研究方法 
  1 緩和ケアの質の向上に資する実施可能
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な活動の検討 

都道府県、がん診療連携拠点病院の現状把握、

ロジックモデル、指標の測定可能性の検討を

踏まえて、実地調査を中心に、緩和ケアの質

の向上に資する具体的な活動形態を、緩和ケ

ア、在宅ケア、疫学の関連領域の専門家と意

見交換をしながら検討した。 

 

2 地域緩和ケアのロジックモデル構築と運用

の検討 

1）地域緩和ケアに関する評価指標の選定 

国のがん対策ロジックモデル評価指標および

先行事例で用いられている評価指標について、

文献検索とヒアリングを実施した。収集した

情報を基に研究者間で協議を行い、測定可能

性と地域緩和ケアの網羅性を重視した評価指

標を選定した。 

 

2）実地調査をベースにしたプログラム案の作

成 

継続的に実地調査を実施している A 県と B 県

の実施方法について詳細なヒアリングを行っ

た。これらの先行事例を参考に、研究者間の

協議によりプログラム原案を作成した。さら

に、B 県の緩和ケア当者との意見交換を通じ

て実施可能性を検証し、実装可能なプログラ

ムへと洗練させた。 

 

 
（倫理面への配慮） 

本研究は、業務の改善を目的とした検討であ

り、研究倫理の範囲外の扱いである。倫理上、

大きな問題となることはないと考えられるが、

必要な場合には、各研究実施施設においては、

研究内容の妥当性や人権擁護上の配慮、安全

性への配慮、個人情報の保護、インフォーム

ド・コンセントの対応状況等について、倫理

審査委員会の審査を受ける。その際、研究対

象者に対しては、インフォームド・コンセン

トに関する十分な配慮を行い、参加・不参加

によって不利益が生じないこと、研究参加が

自由意志によるものであること、研究参加を

いつでも撤回できること、個人情報について

厳重に保護されること等を明記し、書面等に

よる十分な説明のもと、書面にて同意を得る。 

 

 

C．研究結果 
 

 

1 緩和ケアの質の向上に資する実施可能な活

動の検討 

 

都道府県においては、緩和ケア等の医療提供

体制に関して、構築や改修を行う権限が設定

されていないこと、あわせて医療提供体制に

ついて把握し分析する人材がいないことから、

具体的な計画を立てるのが困難なことがあげ

られた。 

拠点病院側においては、人的資源が不足がち

なこと、病院の診療活動が診療報酬を獲得し

経営的な安定を図る方向を注視しているため、

自施設以外での緩和ケアの提供について積極

的な活動が困難であることが指摘された。 

また、がん対策審議会やがん診療連携拠点病

院連絡協議会において、緩和ケアに関する議

論は緩和ケア研修会の調整が中心で、地域の

緩和ケアの提供体制と自施設の立ち位置を検

討することがほとんど行われていないことも

明らかになった。 

あわせて、covid-19 流行下で、がん領域の緩

和ケアは在宅へシフトし、在宅死亡率が他領

域よりも強く上昇した。がんの緩和ケアの提

供場所も、がん診療連携拠点病院から後方連

携病院や在宅医療に移行している。がん診療

連携拠点病院内では、がん治療中の症状緩和

の比重が高まっていることから、緩和ケアチ

ームによるコンサルテーションとあわせて、

院内の診療の質を指標をもとに管理する

Quality Control の方策を施設内で取ること

も指摘された。 

上記の結果、都道府県・がん診療連携拠点病

院両者とも、地域での緩和ケアの提供体制を

把握していないことから、施設内の具体的な

診療活動を評価する実地の調査を現状で行う

ことは難しいことが明らかになった。 

あわせて、がん診療連携拠点病院や地域での

緩和ケアの質の向上を図るための戦略につい

ても検討を進めた。 

緩和ケアをめぐる状況は、関連領域である地

域医療構想の現状と比較することができる。

地域医療構想においては、穏やかに自発的な

情報共有を設置することから、提供体制の議

論をおこない、施設管理者、実務者がそれぞ

れ状況を共有する取り組みを進めていた。ほ

このような取り組みは、緩和ケアにおいても

同様に機能する可能性があることから、都道

府県・がん診療連携拠点病院の両者が、緩和

ケアの提供に関する情報を穏やかに共有し、

地域での緩和ケアの提供体制のあり方を自発
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的に検討する場を設置すること、地域の現状

をもとにがん診療連携拠点病院が自施設の緩

和ケアの立ち位置を定め、効果的に評価でき

る簡易な指標を選定して質の管理を自発的に

行うことを支援するプログラム案を開発した。 

提供体制の認識を進める方法を検討した。 

 

2 地域緩和ケアのロジックモデル構築と運用

の検討 

1）地域緩和ケアに関する評価指標の選定 

研究者間での系統的な検討により、地域緩和

ケアの評価指標として以下の 5 ドメイン、計

23 項目を選定した： 

 苦痛のスクリーニングと苦痛緩和 

 専門的な緩和ケアのアクセスの改善お

よび緩和ケアチーム・緩和ケア外来 

 在宅緩和ケア 

 医師・医師以外の医療従事者に対する基

本的な緩和ケア研修 

 普及啓発 

 

各指標は測定可能性を重視し、地域緩和ケア

の包括的評価を可能とする構成となっている。 

 

2）プログラムの実施マニュアルの作成 

選定した評価指標に基づき、地域緩和ケアの

質評価・改善サイクルを確立するための実施

マニュアルを作成した。このマニュアルは、

都道府県がん診療連携拠点病院のリーダーシ

ップのもと、地域がん診療連携拠点病院との

協働による効率的な検討の実施方法を具体化

したものである。先行事例の成功要因と課題

を反映させ、持続可能な調査体制の構築を目

指した内容となっている 

 

 

D.考察 
 都道府県・がん診療連携拠点病院が、地域

の緩和ケアの提供体制を把握し、自施設の緩

和ケアの立ち位置を検討することを目指した

プログラムを開発した。 

従来の実地調査では、病院の事務的負担が

大きく、持続的な実施が困難であったが、本

研究で作成したプログラムは都道府県がん診

療連携拠点病院を中心とした協働体制を提案

しており、効率的かつ継続的な調査実施が期

待できる。特に、先行事例として A 県と B 県

の実施方法を参考にしたことで、実際の現場

での実用性が高いマニュアルとなっている。 

地域緩和ケアの質評価においては、単一の医

療機関での取り組みだけでなく、地域全体の

連携体制や患者の療養場所移行に伴う継続的

ケアの視点が重要である。 

今後の課題としては、選定した評価指標の

妥当性検証や、プログラムの実施マニュアル

の実運用における課題抽出が必要である。ま

た、地域特性に応じた指標の重み付けや、患

者アウトカムとの関連性検証も重要な検討事

項となる。 

 

 

E．結論 
 緩和ケアに関する質の向上の取組みについ

て、都道府県での検討を推進するためには、

都道府県の実情に合わせたがん診療連携拠点

病院との穏やかな情報共有の場を設置し、運

用を促すなど、継続的な支援が必要である。 

本研究で開発された都道府県とがん診療連携

拠点病院との協働プログラムにより、地域に

おける緩和ケアの質評価と改善サイクルの確

立が期待され、ひいては「がんと診断された

時からの緩和ケア」の充実に寄与するものと

考えられる。今後は、実証的検証を進めると

ともに、地域特性に応じた柔軟な運用方法の

検討が必要である。 

 

 

F．健康危険情報 
 特記すべきことなし。 
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editor 認知症高齢がん患者の意思決定

支援（意思の推定）研修会の評価 ー意思

決定支援の取り組みと今後の課題認識の

質的分析ー. 第 39 回日本がん看護学会

学術集会; 2025 /2/23; グランドメルキ
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1. 小川朝生,  がん専門病院における倫理

的な課題と対応. 第 37 回日本総合病院

精神医学会（ワークショップ 5）; 2024 

/11/29; 熊本城ホール. 

2. 小川朝生,  がん（在宅緩和医療）におけ

る地域連携. 第 37 回日本総合病院精神

医学会（シンポジウム 28）; 2024 /11/30; 

熊本城ホール. 

3. 小川朝生, 高齢がん患者に対する意思決

定支援を実装することを目指した多職種

教育プログラム. 第 62 回日本癌治療学

会学術集会（がん医療の基盤整備に対す

る助成プロジェクト（2023年度日本癌治

療学会/ファイザー）; 2024 /10/25; 福

岡国際会議場. 

4. 小川朝生, 高齢がん患者への意思決定支

援. 第 62 回日本癌治療学会学術集会（領

域横断ワークショップ 1）; 2024 /10/24; 

福岡サンパレス. 

5. 小川朝生, 認知症高齢者の緩和ケアとは. 

日本老年看護学会第 29 回学術集会（教育

セミナー）; 2024 /6/29; 高知市文化プ

ラザかるぽーと. 

6. 小川朝生, 高齢者に対するがん診療のあ

り方を考える 意思決定支援. 第 29 回

日本緩和医療学会学術大会・第 37 回日本

サイコオンコロジー学会総会 合同学術

大会（シンポジウム 4）; 2024 /6/14; 神

戸コンベンションセンター. 

7. 小川朝生, 認知症の緩和ケア 意思決定

支援. 第 29 回日本緩和医療学会学術大

会・第 37 回日本サイコオンコロジー学会

総会 合同学術大会（シンポジウム 9）; 

2024 /6/14; 神戸コンベンションセンタ

ー. 

 

 

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む。） 

1．特許取得 

 なし。 

2．実用新案登録 

 なし。 

3．その他 

特記すべきことなし。 
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